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南海トラフ地震対策、防災・減災対策などのインフラ整備の推進

 ○ 「第５期南海トラフ地震対策行動計画」に基づき、「命を守る」､「命をつなぐ」､「生活を
  立ち上げる」対策に必要な事業を推進。
 ○ 国の５か年加速化対策等の有利な財源を最大限活用し、防災・減災対策を加速。
 ○ 県民の安全・安心の確保と地域経済の活性化を目指すため、インフラの整備と有効活用を推進。

Ⅰ　令和５年度予算編成方針のポイント

県勢浮揚と県財政の持続可能性の両立　

 ○ 新型コロナウイルス感染症対策をはじめ、国の動向に留意し、本県への影響を見極めた上で
  確実に予算に反映。
 ○ 県勢浮揚に必要な施策を着実に実行する一方、国の有利な財源の活用やスクラップアンド
  ビルドの徹底により今後の財政運営の持続可能性を確保。

デジタル化、グリーン化、グローバル化の推進と原油価格・物価高騰対策の強化
　　

 ○ 「デジタル化」､「グリーン化」､「グローバル化」の観点から、施策をさらに進化。 
 ○ 原油価格や物価の高騰の長期化を見据え、社会経済構造転換を図る施策を強化。
 ○ こうした施策を推進するため、「次世代施策推進枠」を引き続き設定。前年度予算から削減し
  た額の３倍まで要求可とし、重点的な予算配分を実施（裁量的経常経費に△５％のシーリング）。
 ○ 「デジタル田園都市国家構想交付金」をはじめとする国庫補助事業を活用した「デジタル化」、
  「地域脱炭素移行・再エネ推進交付金」を活用した「グリーン化」に関する新規・拡充事業は、
  上限なしで予算要求可能とする仕組みを創設。



Ⅱ　予算要求フレームの考え方

（注）・「今後の財政収支の試算について（R４.9.15）」及び国概算要求資料に基づき算出。
   ・金額は注釈がない限り一般財源ベース。限度額を示すものではない。
   ・（  ）は令和４年度当初予算。ただし、「新型コロナウイルス対策」には、国の
    新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（32億円）を含む。
   ・次世代施策推進枠の「27億円＋α」は要求可能額の上限を示したもの。

裁量的経費432億円(398) 義務的経費2,806億円(2,840）

地方税等
・地方税
・地方消費税清算金
・地方譲与税
・交通安全対策特別交付金
・地方特例交付金

1,216億円（1,186億円）

地方交付税・臨時財政対策債
1,821億円

（1,831億円）

55
億円
(55)

歳入予算　3,154億円（一般財源ベース）（3,134億円）／R４当初比0.6％増

歳出予算　3,247億円（一般財源ベース）（3,238億円）／R４当初比0.3％増

歳入歳出差額　
93億円

（104億円）
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・税交付金
・出資金
・国庫返還金
・産休病休等
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その他の義務的経費
720億円
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ｼｰﾘﾝｸﾞ▲5％(▲9億円)

扶助費その他
社会保障関係経費

592億円
（586億円）

人件費
934億円

（982億円）

公債費
560億円

（561億円）
171
億円

(177)

スクラップアンドビルド対象範囲

その他
・使手料
・財産収入
・繰入金
・繰越金
・一般寄附金
・諸収入

117億円
(117億円)

差額は財政調整
的基金の取り崩
し等で対応
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次世代施策推進枠 27億円＋α
①次なる時代のキーワードとなる「デジタル化」､「グリーン化」､「グローバル化」の観点から強化する事業
②原油価格や物価の高騰等の長期化を見据えた社会経済構造転換を図る事業　などを実施
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（新規・拡充・R4年度次世代施策推進事業に限る）

積み上げ
退職手当の減 等

△4.9%（△48億円）

積み上げ
△0.2%（△1億円）

積み上げ
扶助費・社会保障費の増 等

＋1.0%（＋6億円）

　　 次世代施策推進枠のうち、上限なしで要求可能な施策
　　 ①デジタル田園都市国家構想交付金をはじめとする
　　　 国庫補助事業を活用したデジタル化に関する事業
　　 ②地域脱炭素移行・再エネ推進交付金を活用した
　　　 グリーン化に関する事業　を実施
　　　　　　　　　　　　　　（新規・拡充事業に限る）

必要経費を
積み上げ

(135)

事業見直し分

うち経済影響対策

新



Ⅲ　予算編成の主なスケジュール（予定）

10月 ○　19日　予算編成方針通知

11月 ○ 14日 予算見積書提出期限

12月 ○　上旬　当初予算見積概要の公表

1月
○ 上旬 財政課長内示

○ 中旬 総務部長協議、総務部長内示

○ 下旬 知事査定

2月 ○　中旬　当初予算案記者発表

令和５年

令和４年


